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　紹介していただきました、大阪産業大学に勤めさせていただいております本山美彦と申します。よろしくお願い
します。
　昨日、台風の直撃を受けられて、テレビで見ていましたら、新潟に直撃するようだと心配したのでありますが、
空港から下りてこちらまで来る間、そんなに被害はなさそうだったのでとりあえずはよろしかったです。ご挨拶か
らはじめさせていただきます。
　お渡ししておりますレジュメで、国際金融危機と地域経済というレジュメ。もう一つは、パネルディスカッショ
ン用のレジュメなのですが、いきなりここに入りましても経済の話を聞いたことがない方がおそらく多いと思いま
すから、アレルギー反応を示されると思いますので、このレジュメは最後の20分ということにさせていただきます。
ある程度予備知識がおできになった後、今起こっている大変な変化についてお話します。
　それは結論から申しましたら、いよいよ世界の大国アメリカと、21世紀の大国になるであろう中国とが、どうも
二人三脚で走りそうだという話です。それまでは地域経済へ繋がっていく話を、やらせていただきます。
【経済学とはどういうものだったか】
　最初に、弁明しておきます。経済学とは何か。経済学という言葉をつくった人は、アリストテレスです。古代ギ
リシャの哲学者で、オイコノミカという言葉です。その意味は、特定の人が儲かるために、圧倒的多数の人達が損
をする社会をつくってはならないのだ。これは農園の経営と同じことなのだということでした。
　本来の経済学という言葉は、少数の人間が儲かるために、圧倒的多数のアテネ市民を犠牲にすることは許し難い
という、これは今でいう金融デリバティブ批判なのでありますが、そういう言葉であります。
　そしてアリストテレスは、厳密な科学というものも必要であるけれども、曖昧を持ってよしとする科学も要るの
だ、これが経済学であるということを定義しております。
　例えば、今すごい円高です。この円高によってとてつもなく儲かる企業があります。当然のことならが、輸入す
る企業であります。
　一方で、円高によってとてつもなく損をする企業は、輸出する企業です。そのとき、中長期的に、いまの日本に
とって円高が望ましいのか、望ましくないのかという問題を出しても答えは出てこないのです。儲かる人達と儲か
らない人達があり、両方いる。その中をとる、どのあたりで真ん中をとったら良いのかということを考える学問だ
と思ってください。あれかこれか――１足す１は２だということはないのです。
　実はアメリカの新古典派的経済学、新自由主義経済学を私はあまり評価していませんが、ずっと金融関係で９年
連続でノーベル賞をもらいました。それが現在のような大惨事を呼び起こしたのでありますが、彼らの特徴は、科
学だ、数学的証明だということでした。だからこそ、古代ギリシャのアリストテレスの言葉を思い起こしていただ
きたいと思うのです。
【貯蓄が支えてきた日本経済】
　もう一つ、「奥様」という言葉を説明させてください。奥様という言葉は本当に良い言葉です。奥にいらっしゃる方、
つまり台所。台所で飯の切り盛りをする人、これが奥様でありまして、つまり家の台所、家計を預かるお方である。
〔第１部　講演〕
国際金融危機と地域経済
～ものづくりから考える～
本 山 美 彦
（大阪産業大学経済学部教授、京都大学名誉教授）
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　大家族制の時には奥様はいっぱいいらっしゃった。長男の嫁さん、次男の嫁さんといるわけですが、その奥様の
中で一番偉い人が主婦なのであります。主婦が姑さん、姑さんが家計の実権を握っていて、年を取ったから長男の
嫁さんに家計を譲りますということをする。具体的には「家刀自」の四角を長男か次男の嫁に渡すこと、これを「お
しゃもじ渡し」といいます。しゃもじを渡すのであります。
　この奥様は何かといいますと、家計を預かり、節約し、男があける穴を埋めてきた人なのです。ですから、家計
の実権を奥様が握っている限りにおいて、我が日本の貯蓄率は世界で最も高いのです。
　先進国OECDは30カ国ありますが、そのうち半分は我が日本の貯蓄です。このすごさを思い起こしていただきたい。
つまり、世界から借金をしなくても食っていける唯一の国だと断言しても良い。アメリカは日本からカネを借りな
ければならない、中国からカネを借りなければやっていけない。天下の大国アメリカは、自前のカネを持っていな
いのです。
　我が日本はGDPの1.5倍の借金を背負っているというけれども、これは日本のカネなのです。このすごさというも
のを、今後の私たちの世界に活かしていく方法を考えるべきであって、問題はその膨大なお金、個人のお金を、ど
うすれば私たちの地域に回すことができるかという、ここの処方箋に尽きると思います。それをどうすれば良いの
かということが２つ目のポイントであります。
【戦後の復興体験】
　３つ目――「もはや戦後ではない」という言葉を思い起こしていただきたいのです。若い方々は聞いたことがな
い言葉でしょうが、我々は震えが来るほどの感激する言葉でありました。経済白書昭和31年、1956年、「もはや戦後
ではない」。ものすごいことです。「もはや戦後ではない」とはどういうことか、昭和11年の世界５大工業国の一角
を占めていたのが日本の昭和11年。この水準、５大工業国にもう一度復帰した、これが「もはや戦後ではない」と
いうことなのであります。これは奇跡です。
　1945年、日本は敗戦しました。私は親父の命令で広島に疎開させられていたのでありますが、しばらく帰ってく
るなというのでずっと広島で育ちました。貨車で30時間もかけて神戸三宮駅に下りたときの、あのすごさは、何年
も経っていますが今でも忘れられません。焼け野原で、バラックがいっぱい建っておりまして、何もなかった。あ
の光景が、実は阪神大震災で直撃を受けたのですが、あれと同じです。
　とにかく当時1945年８月以降、我が日本は世界最貧国の一つであったであろうことは間違いありません。このと
てつもない貧困、本当にお腹が空いていました。学校給食があるというのはどれだけうれしかったか。飯が食える
ということでありまして、それがわずか11年で、世界先進国に復帰した。
　そうしますと、これから地域経済をどうするかというときに、あのときどうしたのかということを思い起こす必
要が絶対あるのであります。
　戦後復興の11年。いろいろなことがあります。たとえばアメリカという国は、そのときは鷹揚でありまして、世
界の巨大な企業を日本に一社たりとも入れなかった。これは日本の企業が強いから入ってこなかったのではないの
です。日本の企業を育成しようというアメリカの親心からであった。
　そして世界的に、１バレル１ドルというとてつもなく安い原油を、日本一国が独り占めすることができた。他の
国は産油国だから安い原油は入ってこられないのですが、日本は本当に漁夫の利を得ていたのであります。
　そしてこの時期の政府の経済政策のポイントを一つ言うとすれば、それは全ての産業を同時に育成する、この政
策だと思います。
【産業の育成と連携】
　例えば、トヨタがいくら世界で威勢を誇ろうとも、新日鉄というとてつもない高い技術を持つ会社が無ければや
っていけないはずであります。ところが、新日鉄の鉄は、私たち素人には売っておりません。トヨタという世界一
怖い企業に買ってもらうわけであります、売ってやるのではないのです。買ってもらうわけであります。
　そうしますと、勝手に価格を付けることはできません。常にトヨタと薄氷の値上げ交渉を何ヶ月もかけてやりま
す。そこで、うちも企業だからという泣き落としで、やっと粗利益８パーセントというところで価格交渉が落ち着
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くのでしょう。
　ところが、トヨタはそんなに悪いことをしているとは思いませんが、はっきりもうしまして私たちは、自動車の
適正価格がいくらなのかわかりません。これだと言われたら、他の企業よりもトヨタが高ければ、ああ一流企業だ
からなと思うわけであります。
　産業には、歴然たる違いがあります。玄人に買ってもらう産業は儲かりません。残念ながらその圧倒的多数はも
のづくりであります。
　資本財、中間財というものであります。ですから経済不況になったときに、消費者相手の商売ではなくてプロ相
手の商売が最も打撃を被るのは当たり前なのであります。
　一方儲かる産業は、素人相手の産業であります。早い話が、私はいまネクタイをしていますが、これは、本当は
いくらするのか分かりません。少なくともイタリア製、フランス製とかブランドでワッペンだけを貼れば、何万円
ととられてしまう。私が愛している京都西陣のネクタイは5,000円以上では売れないのだそうです。しかし、経験的
には私は京都の西陣のネクタイが一番良いと思っています。だけどもブランド力がないものですから売れないわけ
です。
　つまり、極論すると素人は騙しやすいのです。素人相手の商売は儲かる。ここが大事です。
【金融自由化の前と後】
　さて皆さん、金融が自由化されて何か得をしたことがありますか。かつて金融はがんじがらめに規制されていて、
そのときに金利は５パーセントだった。自由化されて0.1パーセント以下です。自由化以前には企業、特に銀行は全
く倒産しなかった。それが自由化以降バタバタ倒産してしまって、どうなっているのか。
　銀行が危険だからといって郵便局に逃げ込んだら、郵便局まで民営化されたということになって、金融の自由化
が素晴らしい奇跡を日本経済に与えてくれたと言い切れる経営者はいるのでしょうか。やはりあれは失敗だったと
いうのが本音のところだったのではないでしょうか。
【金融の役割－産業の育成】
　少なくとも我が日本は、護送船団方式という人を侮蔑するような言葉の前までは、きちんと金融界には棲み分け
があった。儲からない産業が造船であり、鉄であるというプロ相手の商売には、民間の金融機関を張り付けるわけ
にはいかない。
　そこには政府系銀行を張り付けていました。儲からない銀行に、相手が儲からないわけですから、銀行自身も儲
からないところに我々が預金するはずがない。だから政策的に金融債というものをつくって、自治体も企業連合も
それを買わされていたのです。そこで10年、20年の長期投資が可能だったのです。
　一方中小企業レベルにおいては信用金庫とか昔の無尽の精神を活かした形で地元の自治体に管理運営を任せてい
たのであります。
　そして、儲かる産業には都市銀行――21行もあったのですがいま３行になってしまいました。21行あった都市銀
行が儲かる産業だけれども、定期預金は1年が限度である。２年は例外的に認めても原則１年でした。
【庶民の生活と金融機関－政府・日銀の役割と意義】
　私たちの家計は奥様が財布の紐を握っている、奥様が財布の紐を握っているということは、ご近所の銀行を使う
ということです。そのときにPTAの会合とか運動会とか、そのときに場所を提供してくれる、あるいはビールを１
ダース寄付してくれる銀行にお金を預けていた。しかも、大銀行、中小銀行問わず同じ金利であった。自己責任で、
倒産する銀行を自分で見極めろといってもそんなのは不可能です。結局日銀や大蔵省がきちんと監督してくれてい
るのだろう、事実戦後一度も銀行の倒産が無いということで我々は預けっぱなしであった。
　日本人のすごい特性は、自分が持っていたら使ってしまう、だから他人様に預ける、銀行に預ける、引き出すの
が大変だから面倒なので置いておく、これが良いのだというので我々日本人は切ないほど貯蓄意欲に燃えたのであ
ります。
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　ゼロ金利のときにも日本の預金は増えたのです。アメリカ人から見たら日本人は馬鹿に見えるでしょう。ゼロパ
ーセント金利でお金を増やすのかと。しかしこれが日本人なのです。逆に言えば、すごいことなんです。預けっぱ
なし。すると銀行にとっては、膨大なお金が蕩々と預金される。しかもたった１年の債務を、10年、20年と長期投
資しても焦げ付かない、預金引き出しをしない。だから安心だということで、蕩々と設備投資資金に流していたの
であります。
　企業が返したいといおうものなら、返さないでくださいと。もっと借りて下さいという形があった。もちろんそ
の再現をいますることは出来ませんが、少なくとも私が言いたいことは、企業にとって本当にありがたいのは、薄
利で融資してくれることです。
　そして、我々から預金を預かってわずかの金利を足して企業に貸すということは、銀行にとっても儲からないの
です。だけども、少なくともそういう制度があったというときに、世界がうらやむほど我が日本は低利の長期資金
を企業が調達できた、これを思い起こしてほしい。
【金融自由化と自己資本規制が引き起こした破綻と経済の停滞】
　ここでヨーイドンと、競争がはじまった、金融の自由化です。真っ先にひっくり返ったのは、日本長期信用銀行
です。もともと儲からない分野に特化していたのだから、儲かる企業相手にお客さんを持っているのと、儲からな
い企業をお客に持っているのとでは、それは違います。そのとき無慈悲にヨーイドンで競争をしたのですから、競
争に負けるのは明らかです。
　さらにもっと酷いことは、私たちは金融自由化の前に銀行を評価するときに、資本金なんて考えたことがなかっ
た。富士銀行がついに第一勧銀に預金額を抜かれたのかとか、ワァ住友銀行がんばったんだな、あの天下の富士を
抜いた、というように、全部預金で見ていました。
　ところが聞いたことの無いような、「自己資本比率」――つまり預金は銀行にとって借金なんです。そうではな
くて、自分のお金、自己資本、この12.5倍以上融資してはならない。つまり、自己資本を増やさなければ一切の融
資はできない。
　さらに銀行は企業集団の核であります。だから自分達の企業集団の株式を持っておりました。これからは自己資
本を超えて株式を持つことは許さない。全部はき出せということを強制されてしまって、日本の株式は先進国中異
例ともいえるほど低いレベルまで押し下げられました。特に優良企業ほど売られたのです。当たり前です、自己資
本を超える株式を持ってはならないとなったら優良株から売ります。そして、株が十分に下がった段階で、企業の
吸収合併、M＆Aで外資が入って儲ける。ある外資は去年の日本のM＆Aの４分の１を１社で占めました。陰謀だ
と言いたくなるほど酷いのです。
【アメリカの投資銀行はどのような銀行か】
　ですから、私たちが思い起こさなければならないのは、銀行は、我々からお金を預かって企業に融資する、それ
が正常な姿だと言い切ることが大事です。
　アメリカではそうではありません。アメリカでは、そんなに儲からないこと――つまり我々は自己資本比率８％
という規制、12.5倍以上を無視してはならないというので、悲しいほど日本人はまじめに一生懸命、８パーセント
のラインをクリアしようとしたのです。
　アメリカはさっさと、サヨナラした。投資銀行という方向に流れていったのであります。
　投資銀行は、我々からはお金を預からない。ファンドから預かる。ファンドというのは一口１億円というような
ファンド、しかも50人くらいの人数で制限されている、そういう連中からお金を預かって運用して差し上げる。そ
の代わり、どんな形で儲けたのか、誰からお金を預かっており、どこに融資したか一切当局に報告する義務のない
銀行をつくってしまった。これがインベストメント・バンクです。
　我々はモルガンスタンレーやゴールドマンサックスの利益率の高さと住友銀行の利益率の低さを調べました。そ
して、日本の銀行はなんて情けないのか。自由化して競争しろということになってしまった。しかしモルガンスタ
ンレー等のインベストメント・バンクと住友銀行等のコマーシャル・バンクは基本的に違うのです。
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　コマーシャル・バンクは、銀行がひっくり返っても我々の預金は全部保障される。その代わり、全て箸の上げ下
ろしまで当局の監視下に置かれる。投資銀行は、お客様は大金持ちであり、少々損をしても文句を言わないだろう
ということで勝手にしろと。勝手にさせていただきます。こういうことをやったのです。
　それで投資銀行がひっくり返った。なぜ保障するのですか。はじめの約束は、ひっくり返っても、我々は当局に
は面倒を見てもらいませんということであったのが、いまそれが、みてもらっているのであります。しかも何億円
という膨大なボーナスを経営陣はもらっている。これはアメリカ人の怒りはすごいと思います。なんてことしてく
れるんだと。
　話が難しくなってすみません。銀行には２種類あるのだということすら一般的に多くの日本人は知らなかった。
そして、投資銀行がもはやアメリカから消えた、ひっくり返った。だから、昔のコマーシャル・バンク――日本の
住友銀行のような銀行形態に戻ろうという動きがアメリカでは出てきているのであります。ところがどうしたのか、
我が日本は、アメリカが蹴躓いた、一番大変な失敗――つまり、証券化に引っ張られているのです。
【証券化とは何か？】
　証券化とは、貸し手責任が無いということです。銀行の融資係がお客様に融資した。そのとき融資額が焦げ付い
たらクビが飛びます。ですから必死になって相手の会社を調べて、調査局の資料を駆使して、懸命になって自己責
任で融資していた。これが貸し手責任です。
　一方の投資銀行はどうなるか。例えば住宅建設会社がお客様に住宅を売る、そしてローンを組み、その金利が入
ってくる、お金が返ってくる。じっと待つのではなくて、それを証券、一つの借用証にして投資銀行に売るのです。
投資銀行は、何千種類という借用書を集めまして、それを一つの債券にしまして、安全な分からダメな分へ、ずっ
と分けていきまして、分けていってそれぞれに格付け会社のお墨付きを、これは安全、これは危険と、もらうわけ
です。
　そうすることによって、金利は低いけれども安全な方を選ぶお客さんと、ちょっと危ないと思いながらも、しか
しあの高い金利がほしいということで不安定なものを選ぶお客さんと、様々な顧客に売りつけていったのです。
　もちろんそれでも売れ残りますが、売れ残ったらもう一度組み直していく。今度はアメリカン・インシュアラン
ス――AIGのように、もし焦げ付いたら代わりに我々が払って差し上げますというような金融商品（CDS等）が出
てきて、そしてお客さんに売りつけていくのであります。
　誰がお客さんかというときに、我が日本では、恥ずかしながら大学であります。大学には金融論の先生をいっぱ
い抱えているはずのに、売りつけられていったのです。
　そして、アメリカのご本家が倒産した。しかもこれは言いたい。マーケットから買ったのではないのです。ある
大手投資会社が、私たちの大学にきまして、これ買いませんかという。ビギナーズラックというのはご存じでしょう、
最初は儲けさせてくれるのです。そうかそうかといってはまっていくのです。はまっていって――名前はもうしま
せんが、日本の全てと言って良いほどの大学は、それで苦しんでいるはずであります。一年間の授業料収入の何倍
というものを抱えております。
【アメリカで責任を取った人はいるのか？】
　アメリカの金融危機で世界が迷惑をした。そこで悪口を言わせてください。日本の銀行がひっくり返ったとき、
どれだけの頭取のクビがとびましたか、刑務所にいきましたか。誰が見てもいまの金融危機、世界の危機はアメリ
カ発です。
　そのアメリカ発の金融界で、誰かが責任を取らされましたか。本当にこれを言いたいのです。結局、私たちは証
券化という形で世界がおかしくなったのだったら、その轍を踏まないでおこうではないか。もう一度アナクロと笑
われようとも、日本の健全さは銀行預金が減っていないということです。
　そしてその銀行預金を企業が借りてくれるような雰囲気、環境作りにつきるのです。どうすれば企業が借りてく
れるようになるのか。実は企業は本当は借りたいのですが、借りたらまたグチャグチャ言われるし、いまのうちに
返しておこうということで、とにかく新しく借りるよりも、いまある借金を返せということで、資金需要は本当に
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無いのであります。無いから、証券化という誘惑に駆られる。
【アメリカの金融の奇形性】
　証券化とは要するに、貧乏人相手の商売ではなくて、いっぱいいるお金持ち相手に大もうけしようというビジネ
スです。日本の統計はありませんが、アメリカでは、上位400人のお金持ちが、アメリカの全人口の半分の資産を
持っています。貧乏人相手にするよりも、それこそ一括で何百億円と買ってくれるお金持ちを相手にする商売が一
番儲かるのです。
　しかしそんなことをすると一番必要なメーカー、ものづくりの必要な資金、設備投資資金をどういう形で融資す
るかということが、できなくなってしまうのです。貸し手責任が無くなってしまうので、非常に曖昧な融資戦略が
展開されていく。
　ここで敢えてもとに戻りたい。そこがポイントになってくると思います。
【オバマのアメリカはどういう政権か－ウォール街の支配】
　いまから20分間、アメリカの悪口ばかり言わせていただきます。実は、誤解の無いように、私は世界で最も尊敬
できる国はアメリカだと思っています。ものすごく懐の深い、すごい国であります。しかし、この20年そこそこの間、
ウォール街が支配しすぎた、アメリカ社会を元の健全なアメリカに戻すべきだと私は思っています。
①ルービン主宰のハミルトン・プロジェクト－オバマを押し立てたウォール街
　オバマ政権ができました。確かに演説はうまい。オバマの演説をフォローしていますが、確かにうまい。見事です。
その心は、右も左も、戦争賛成者も反対者もいるだろう、だけど我々はアメリカ合衆国なのだ、United Statesなのだ。
その国民なのだ。これが多くの人々の心を捕まえたのです。
　しかし、オバマが大統領になったときに、意外に言われていないのは、彼が上院議員１期目ということです。い
わば陣笠代議士だったのです。上院議員の任期は６年目ですが、もう３年目で立候補しているのです。１年間選挙
戦がありますから、４年はつとめました。あとの１年はほったらかし、あとの２年を残して上院議員を辞めてしま
った。
　そんなことが日本社会で考えられますか。ものすごい天才が現れてきた、こいつに大統領の座を譲ろうじゃない
か。――日本ではなんだかんだと言っても１期目の新人は、それこそ小沢チルドレンといわれるように、使い捨て
です。そのなかで大統領が出たことのすごさを考えていただきたい。
　そして、誰がオバマを大統領に押し立てていったのかと言えば、いまのアメリカの金融をつくった張本人、ロバ
ート・ルービンです。クリントン政権下の財務長官であります。その子分が、ローレンズ・サマーズ（現経済諮問
委員会委員長）。そのまた子分がティモシー・ガイトナー（現財務長官）であります。つまり、お仲間であります。
　そのお仲間が、2006年４月５日、つまりまだ大統領候補でもなんでもないこのオバマをハミルトン・プロジェク
トという大プロジェクトをつくりあげまして、その最初の基調講演をさせたのであります。
　つまりこの段階で、我々ウォール街はオバマを支持する、という強い意思表明を行ったのであります。そして案
の定、現在のオバマ政権には、ロバート・ルービン配下の人達がいるということになった。だから金融の責任は取
らされていないのだと、敢えてもうしたいと思います。
②フェデラリスト・アレキサンダー・ハミルトン
<アメリカ政治の二つの流れ>
　それで、ルービンは何を目指しているのかということを考えてみましょう。ルービン達が推進したハミルトン・
プロジェクトという言葉ですが、これはアレキサンダー・ハミルトンに由来しています。
　さきほどアメリカは懐が深いと申しましたが、アメリカには２つの流れがあります。一つは、大きな政府、中央
政府が権限を持って、州知事も大統領が指名するという考え方の人たち、これをフェデラリストと申します。ハミ
ルトンはこちらの系譜です。
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　一方で、州が大事なのだ、中央政府は国を守るだけをしてくれという、中央政府は小さくしろという立場の人た
ちがいます。これがリパブリカンと申します。
　フェデラリストは、政府系の中央銀行をつくれ、中央政府独自の徴税権をもて、中央政府直轄の軍隊を持て――
いまでもアメリカは州兵ですね。こういった強力な国家を訴えたのが、アレキサンダー・ハミルトンであります。
　アメリカの建国の父というのは、世界最初に出来た合衆国憲法に署名した人達であります。これがアレキサンダ
ー・ハミルトンと申します。その反対に、現代の日本でいう道州制的なことを言っているのが、トーマス・ジェフ
ァーソン、共に建国の父であります。この両極端がアメリカにはあるのです。
　そしてどうしたものか、民主党はどちらかというとジェファーソンです。道州制的なものだった。ところがいつ
のまにか、ロバート・ルービンが出てきて、大きな政府ということを言い出したのであります。そししてＦＲＢの
権限強化――アメリカには中央銀行が12個あるのをご存じでしょうか、それを権限強化していったということを訴
えていった人達がオバマを担ぎ出しました。
＜Missing Market・・・国家による新たな市場の創造＞
　そこで、謎のような言葉が出てきます。――Missing Market。このタイトルを見たときに、私は我が目を疑いま
した。ご存じだと思いますが、アメリカでは進化論を教えることが禁止される州があります。進化論のキーワードは、
Missing Linkです。
　しかし反対論者から見れば、猿から人間が生まれたというが、どうみても信じがたい。もし猿から人間が生まれ
るのであれば、猿と人間とをつなぐ、誰が見てもこれだというものがあるはずだ。ところがそれが見つかっていない。
それをMissing Linkといいます。この言葉をめぐっては進化論に対する立場の問題があって、抵抗が強い。にもか
かわらず、オバマはMissing Linkを下敷きにしたMissing Marketということを言い出しました。
　実はオバマは、選挙期間中、自分が属してきたトリニティ・ユナイテッド・チャーチを脱退しています。そして
アメリカにはプロテスタントもカトリックもユダヤ教もない、一緒なんだと宣言します。
　この流れでハミルトン・プロジェクトが持って来たのが、Missing Marketです。その意味は、あるはずだけれど
も見つかっていないマーケットがある。それは何か。それは医療改革、教育改革であります。そして排出権取引。
　これをマーケットを使ってやるにはどうしたらいいのか。いまのところこれはマーケットになじまないから、福
祉や教育は市場経済になじまないから、マーケットにはなっていない。
　そこで国がバウチャーを発券して、アメリカ人に渡して、好きな学校に行きなさい、好きな医療機関に関わりな
さいという方法を持ってくれば、新しいマーケットができる。そしてこれで、新しいアメリカの需要をつくりだす
ことができる。つまり、医療、教育、そして温暖化防止、これが３つの最大テーマであります。
　これをハミルトン・プロジェクトという計画で出してきまして、その主宰者がロバート・ルービンです。そして
ウォール街は膨大なお金を注ぎ込んで、オバマを当選させました。
　そこまでして彼らが進めているのは、新しいニーズを、新しいマーケットを作り出してみせるということ。その
ためには大きな政府の力が必要なのだ。これがオバマ政権のメッセージなのであります。
　昔はやった「国家資本主義」というのでしょうか、そういったものの再来だと考えておいてください。これを日
本はもう一つ理解していないのではないかと思います。明確な戦略が出てしまっているということでありますが、
残念ながらアメリカ人の一般市民の人気がオバマから離れつつあるのは確かであります。ずばりもうしまして、今
度の中間選挙でオバマは負けるだろうと思います。
　しかし一つのメッセージが出されたということは知っておいていただきたいのであります。
③史上最大の公的資金散布
＜財政破綻＞
　実は、年間１兆ドルを超える大赤字。これをどうするのかということです。
　サブプライムローンという問題はご存じだと思います。支払い能力のない人に、ものすごく住宅を貸した。それ
が証券化することによって、危ないと思うけれども誰も危ないと気づかずに、何も知らない我が日本の大学が買っ
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たということです。
　これで延滞率が下がっているのかと思ったら、サブプライムローンは、直近で25パーセントを超しました。危機
ラインです。支払い延期率は減ったのではなくて増えているのです。これは危ないです。
　ところが、今年いっぱいで、不良債権の買い取りとか、そういったものを、あまりの財政赤字に懲りまして、も
う止めるということを宣言せざるをえなくなりました。事態は改善しているからだというのですが、果たして、改
善している数値が出ているかというとそうではない。改善はしておりません。出口戦略という言葉は出しています
が、はっきりもうしまして、赤字国債を誰も買ってくれない。
　アメリカ人は買ってくれない。仲間と思うウォーレン・バフェット――世界一の大金持ちです。世界一の大金持
ちが、ご自分の主宰するファンドには、お客さんにはアメリカ国債を買うなと言っています。そのウォーレン・バ
フェットは、自分の生きているうちにオバマを大統領にしてみせると豪語した男であります。その男が離反した。
買ってくれないという状況にアメリカはある。そのとき、救済するか、国家が破綻するかというときに、国家の破
綻をやめたというギリギリのところの選択を、いまアメリカはしているのだと思います。
＜州経済の破綻＞
　州をみてください。ご存じの通り、カリフォルニア州のシュワルツェネッガーはものすごく苦しんでいます。各
種赤字は空前のラインです。赤字がもう既に３年前から10倍になっています。何とかするために、麻薬の合法化や
アダルト産業、賭博への課税等が話題に上っています。
　ヴァージニア州では、刑務所にいる服役者の部屋代を５倍に値上げする。あるいは公共料金収入のデリバティブ
債券を大量に発行するとか、とにかくいまアメリカの各州の赤字も空前なのです。
　ですから、ノーベル賞を取ったクルーグマンはまだカネが足らん、もっと出せとニューヨークタイムズに寄稿し
ているのですが、現実にはもうお金が底をついてどうしようもないわけです。そのために救済はもう止めというこ
とになっている。
【パックス・サイノ・アメリカーナの幕開け？】
　そこに、すごい助人が出てきました。これが中国であります。パックス・サイノ・アメリカーナというなじみの
ない言葉でありますが、英語文献ではこの言葉が氾濫しています。日本語ではまだ見たことがございません。サイノ、
とは、チャイナ、シナ、中国の英語表現です。パックス・サイノ・アメリカーナというのは、中国とアメリカの二
カ国による世界統治という意味であります。パックス・ロマーナとか、そういう言葉です。この時代がいよいよは
じまったのではないか。
【中国で浮上する米国人脈】
　中国の外貨準備高が日本の２倍になりました。そして、中国の保有するアメリカ債が、世界一になりました。そ
して、世界が保有しているアメリカ債の24.3パーセントを中国が保有しております。しかも、この１年間の保有額
の急増は目を見張るばかりであります。ご存じのように、アメリカの政権は、本当に中国に、どちら先進国かと思
われるほどに頭を下げております。
　そしてついに世界最大の銀行が中国になりました。シティ・グループではありません。先ほどロバート・ルービ
ンの悪口を言いそびれました。アメリカが金融的に安定していたのは1999年までです。それまでは証券と銀行と保
険、この３つを区分けしていた。３つを兼営することは許し難い――これはグラス・スティーガル法といいまして、
1929年の世界恐慌の教訓から、1933年にできた法律です。
　世界恐慌で、金融機関が相次いで倒産し、保有している株価の下落が資本金の不足をもたらし、資本金が危ない
というところで預金者が引き揚げて取り付け騒ぎが起こる。こういう悪循環を遮断するために、３つの業務を同時
に持ってはならないというグラス・スティーガル法ができたのです。それを69年ぶりに変えたのがルービンです。
　そしてその３つ――シティバンク、ソロモンブラザーズ、そしてトラベラーズ。銀行、証券、保険の３つを合併
してできたのがシティ・グループです。そしてそのシティ・グループの最初の最高経営者にご自分がおさまったの
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であります。彼はゴールドマンサックスの出身者でありました。
　彼はこういう、私からいわせたらとんでもない悪人なのですが、その現在の世界金融危機の引き金を引いた最大
の戦犯が金融に関する人事を一手に握っているのだということを、私は強調しておきたい。
　そして、すごいと申しますのは、中国最大の商工銀行の経営陣であります。重役のクリストファー・コールはゴ
ールドマンサックス出身です。それから中国人の頼錦松（Liang Jinsong）、この人もJPモルガン・チェイスのアジ
ア担当です。それから、３人目、ジョン・ソートン。これも大物中の大物です。まずゴールドマンサックス出身者
であり、ブッシュ政権の財務長官、これもゴールドマンサックス出身者です。共和党と民主党の両党の財務長官を
ゴールドマンサックスから出したというだけで大変でしょう。
　日本では住友出身の西川さんが郵政民営化でいじめられていますが、それとは違う。大蔵大臣を住友銀行は民主
党政権でも自民党政権でも出したということの衝撃がわかるでしょうか。こういったことが平気で行われてきたわ
けでありますが、現在でも重役であります。ジョン・ソートン。ヨーロッパでのM＆Aを手がけて成功させた男で
あります。そして、95年から96年、ロンドンのゴールドマンサックスインターナショナルの会長です。そして私が
疑っているのは、96年から98年にゴールドマンサックスアジアの会長を指名しておりまして、このときにアジア通
貨危機が起こったのであります。
　誰が犯人か――ゴールドマンサックスが犯人だとか盛んにいわれましたが、結果は、アジア各国にゴールドマン
サックスの拠点が築かれたということは事実であります。そして、中国での最もエリート大学――精華大学の教授
であるし理事であります。
　この精華大学についてはちょっとお話しさせてください。義和団事件以降、中国は賠償金を世界各国に払わざる
を得なかったのですが、アメリカはそのもらった賠償金で精華大学の前身をつくりました。精華大学は、中国で３
年勉強させて、アメリカに留学させてPh.Dをとらせて、そしてアメリカの企業に就職することは禁止して中国に送
り返す。大成功です。現在の中国共産党幹部の半分は精華大学出身です。だから我々が想像している以上にアメリ
カと中国の結びつきは強いのだ。これが戦略というものです。少なくとも北京大学を上回る大学をアメリカがつく
っているし、そこの理事の偉いさん、現役教授がゴールドマンサックスの重役である。これ一つ見ても、アングロ
サクソンのすごさがおわかりだろうと思います。
　つまり、日本が対抗しなければならないのは、それほど凄味のある政治家というものを、我々は心の底から待望
しているということであります。
【ガイトナーと駐中・米国大使】
　オバマ政権のティモシー・ガイトナーは、先ほど申しましたように、おそらくアメリカの中国政策のキーマンに
なると思われます。財務長官になる前は、ニューヨーク連銀総裁であった。ピンとこないでしょうが、アメリカに
は12の中央銀行があります。そのうちの筆頭の中央銀行は、ニューヨーク連銀で、残念ながら日本が買っているア
メリカ国債は、大概がこのニューヨーク連銀に留め置かれております。自由に我々日本は使えません。しかし中国
はそうではないので、自由に脅かせます。
　ガイトナーはこのニューヨーク連銀総裁であります。そしてルービン財務長官。サマーズは、ルービンのときの
次官で、最後は長官になりました。ガイトナーの父はフォード財団の責任者であります。日本、中国、タイ、イン
ドに行っております。中国語に堪能であります。そして財務省に勤務したときには、アメリカの日本大使館で勤務
して、本当に箸の上げ下ろしまでくちばしを挟んだ男であります。そして次期中国大使、ユタ州のジョン・ハンツ
マン。これから出てくると思います。彼は共和党のホープとして、2012年の次期大統領への出馬が取りざたされて
おります。中国語が堪能で、ご自分も中国名を名乗っております。ホン・ポンペイです。中国名を名乗るほど中国
通であります。こういったことが着々と行われている。
【これから大変になる日本】
　結論を申します。いま散々アメリカの悪口を申しましたが、日本人が逆立ちしても追いつけないのは、アメリカ
ではデータが整備されているということです。
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　つまり、どの程度の住宅延滞率があるか、どの程度の不良債権があるかということは、計り知れないほど日本よ
り正確であります。
　今の日本で、どんどん若者のクビが切られています。この若者達は共稼ぎでやっと家を購入しております。一方
でも首を切られたらローンを払えません。この連中が激増しています。ところがその数値を、私たちは知りようが
ありません。昔は日本住宅金融公庫があった。それが全住宅融資の３分の１を占めていた。だから住宅金融公庫が
発表する資料である程度我々は住宅ローンの延滞率が分かっていた。新しく支援機構になったら、全てそういうも
のはダメです。証券化に邁進しておりますから、新規融資はほとんどわかりません。そして、ローンはほとんど民
間の金融機関に委ねられています。
　日本人はまじめですから、必死に払おうとします。我々は担保に出しているのに自分が払えなくなったら、担保
は取り上げられるわ、さらに払えといわれます。これがリコース・ローンです。
　アメリカは担保に出しているのだから担保を渡したらいいだろうというので、ジングルメールというのです。鍵
を返したらその人は自由。ホームレスになるけれども借金取りに追い立てられることはない。ノン・リコース・ロ
ーン。日本はリコース・ローンなのです。
　そして、これからかなり高い金利の時代が来るはずであります。世界的なハイパーインフレーションがそこまで
きています。皆さん毎日ガソリン代を見ておいてください。急ピッチであがっていきますから。
　こういうときには金利が上がります。金利があがったときに、おそらく延滞率は20パーセントを超しているでし
ょう。そのときに、90パーセントは変動金利です。この変動金利の借り入れを受けた連中は悲鳴を上げる。その悲
鳴が上がったところで、また銀行が悲鳴をあげる。このときに亀井さんが乗り出しているというのは、おそらく亀
井さん一人の思いつきではないと思います。少なくとも金融庁の調査は今年の４月にありました。７月にはローン
問題の調査があり、現在です。だから亀井さんにはかなり詳しい資料があるはず。その資料は、我々には公表され
ておりません。日本ではこのことが大問題になってくるだろうと思います。
【ESOPの勧め】
　そして、最初の話に戻ります。私たちは、少なくとも世界一の預貯金残高がある国民です。その資金を生かすた
めには、それがみんなのために回っていくという方向がいる。
　もちろん住宅ローンも必要でしょうが、一番皆様方が必要としている日々の創業資金であるし、長期の設備投資、
これをどういう形で持ってくるかというときに――関連業界の方がいるので話をしにくいのですが、例えば我々は
地元の銀行に預けます。地元の銀行と地元の経営団体とが一緒になって、我々に必要な融資をどこに出したら良い
のかを話合います。こういうことをもっと真剣に考えていく必要があります。
　一つのモデルはEUです。EUというのは国ごとの競争をさせていません。少なくともその地域でどこが貧しいか
ということを、予算の10パーセントを裂いて、貧しい地域の確定をします。その貧しい地域を豊かにするためには
企業に来てもらわなければならない。そのときにEUは外国の企業に来てもらう。例えばアイルランドが貧しかった、
アイルランドを救え、というときに、日本やアメリカのハイテク企業にきてもらって、奇跡の経済成長を実現しま
した。これが政策なのです。
　つまり、人間を移し替えるのではない。EUのすごさは、常に農村を守ることです。農村に住む。戦後、十万人を
超す都市をつくっていません。しかし企業が来てくれない限りは地域にとどまれない、企業に来てもらわなければ
ならない、そのときに外資に来てもらうというのがEUのすごい戦略です。そのときにどの地域に持って行ったらい
いかの確定が大事だという統計整備が、我が日本には何一つなされていない。言葉だけが一人歩きして、地域の時代、
地域の時代という。正直、日本の地域はみんな疲弊している。それこそ老人だけが残る、子供達はみな東京に行っ
てしまう。新幹線ができたらもっと酷いだろうと思います。そういう状況のなかで、我々は統計を整備して、ここ
は重点的に守らなければならないところだなというのを見つける。そのときに、どの企業にきてもらったらいいの
かという戦略をつくるべきだと思います。
　日本の根本的な改造をやっていかなければならないのは確かで、そのときのキーワードは、地域の金融機関に元
気になってもらうことだし、そのために我々は地域にお金を移し替えていくことが大事なので、虎の子のお金を大
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銀行にもっていって、大銀行が世界に融資していくというのはやめましょう。
　少なくとも我が日本でお金をサイクルさせていくという。あとでパネルディスカッションのときにESOPのお話
をさせていただきますが、他人事ではないのだということを分かって下さい。我々はピンとこないな、アメリカは
苦しんでいるらしいなと。それは統計の魔術なのです。我々は正確な統計を知らないのです。少なくとも5.6パーセ
ントの失業率だというときに、あれはハローワークに行かなければ失業率にカウントされないのであって、２、３
回いってしょうもなければ普通の人間は諦めますが、そのとき統計資料には載らない。そういうことを、がんばっ
ているときに、我々日本が平穏におられるように見えるのは、統計が整備されていないからだという、ただ一つ、
それだと思います。
　せめて、住宅ローン、サブプライムローンは、そこまできています。そのときに、どのくらいの延滞率があって、
年齢層はどうなって、地域間でどうなっているのかの整理をする必要があると私は思っています。
　約束の時間を少しオーバーしてしまいましたが、これで前半の話を終わらせていただきます。ご静聴ありがとう
ございました。
